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（1）連携推進委員会から冒頭説明、連携推進委員会に関する意見交換 

（2）ODA政策協議会から冒頭説明、ODA政策協議会に関する意見交換 

 

3．今年度の開発協力の取組について 

 

4．イタリアG7サミットに向けた市民社会の活動報告 

 

5．閉会挨拶 
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○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 それでは、2024年度（令和6年度）のNGO・外務省定期協議会「全体会議」を開催させて

いただきます。 

 私は、本日、外務省側の司会を務めます民間援助連携室の大河と申します。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 NGO側からは、日本国際ボランティアセンター（JVC）代表理事の今井様に司会を務めて

いただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 今井です。どうぞよろしくお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 よろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

 では、皆様の画面には参加に当たってのお願いということで留意事項が表示されている

と思います。読ませていただきます。 

 マイクは常時ミュートにして、発言時のみミュート解除でお願いします。 

 次に、可能な限り、カメラはオンにして御参加ください。Zoomの表示名は氏名・団体名

に変更をお願いします。 

 チャット機能を使用して参加者からの質問や意思表明はお控えください。発言を希望す

る方は手を挙げる機能を使用して意思表明をして、司会が指名してから発言するようにし

てください。手を下げることにも御協力ください。時間の都合により発言を受け付けられ

ない場合がございます。御了承いただけますと幸いです。 

 会議の録画・録音、スクリーンショットの保存はお控えください。記録作成のため、録

画・録音をこちらでやっております。 

 最後に、議事録は逐語で作成され、後日、外務省ホームページの掲載を予定しておりま

す。 

 留意事項は以上になります。 

 では、会議を始めさせていただきます。 

 冒頭挨拶として、日下部外務省国際協力局審議官/NGO担当大使からお話をいただきます。

よろしくお願いいたします。 

○日下部（外務省 国際協力局 審議官/NGO担当大使） 

 NGO担当大使で、国際協力局の審議官をしている日下部でございます。 

 令和6年度NGO・外務省定期協議会のキックオフとなる全体会議の開催を歓迎いたします。

本日は約70名のNGOの方が参加されると聞いておりますけれども、ODAを実施する上での戦

略的なパートナーであるNGOの皆様とお話ができることを大変うれしく思います。 

 また、本日の全体会議においては、昨年度実施された連携推進委員会とODA政策協議会の

振り返りが行われます。ちょうど1年前に開発協力大綱、6月9日ですけれども、改定されま

して、NGOを開発協力の戦略的パートナーと位置づけ、我々として、NGOの皆様と連携をさ
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らに強化すべく、尽力していくことを改めて大綱では強調しているところでございます。

この定期協議会も、コロナ以前と同様に、年合計7回、地方開催も含めて実施され、皆様と

緊密に意見交換させていただいたと思っております。 

 詳細はこの後の議題に委ねるとしまして、ODA政策協議会、連携推進委員会ともに、開発

協力大綱を受けたNGOと外務省の協力を含む、多岐にわたる内容について議論が行われま

した。私も、定期協議会はもちろんのこと、非公式にもNGOの皆様と様々な形で意見交換さ

せていただきました。また、若手のNGOの職員の方との意見交換ということもさせていただ

きました。各団体の活動状況や課題について個別に話を伺いながら、外務省としてどのよ

うな協力が可能かを検討してきたところでございます。 

 また、昨年のG7日本議長年に行われましたC7サミットや広島でのみんなの市民社会サミ

ット2023に私も参加させていただきましたけれども、NGOをはじめとする市民社会の取組

をこの目で見させていただきました。改めて皆様の御尽力に敬意を表するとともに、外務

省としてもNGOの様々な活動に対する支援を行うことができたことを大変うれしく思って

おります。 

 また、昨年度は、日本NGO連携無償資金協力、いわゆるN連による経済社会開発支援及び

ジャパン・プラットフォーム経由の緊急人道支援の実績は合計約131億円、N連が69.6億円、

JPFが61.7億円でありましたけれども、この20年間で約11倍に拡大したところでございま

す。現在、N連については、今年度の申請に向けた各団体からの相談を民間援助連携室にて

受けているところであります。民連室からは、各団体が世界各地における様々な分野や課

題に関する支援ニーズにきめ細かく応えるべく、各団体が有している知見や経験を基に案

件形成が進められている旨聞いております。NGOの皆様が、顔の見える支援を援助の現場で

積極的に展開されようとしていることを大変心強く感じております。 

 本日は、昨年度の小委員会の振り返りに加え、ODA予算やG7に際しての市民社会の活動に

ついての議論が行われます。本協議会が今年度のNGO・外務省定期協議会のキックオフとし

て有意義な意見交換の場となることを期待しまして、私の挨拶とさせていただきます。 

 今日はよろしくお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 日下部審議官、ありがとうございました。 

 この機会に、5月1日付で新しく民間援助連携室長が着任しておりますので、簡単に御挨

拶させていただきます。岩上室長、お願いします。 

○岩上（外務省 国際協力局 民間援助連携室 室長） 

 皆さん、こんにちは。民間援助連携室長として5月に着任いたしました岩上憲三と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 今日御出席の皆さんの中には、既に御挨拶させていただいた方も多くいらっしゃいます

けれども、まだ御挨拶していない方が多くいらっしゃいますので、本日のこの全体会議の

機会を借りて、御挨拶と手短に自己紹介をさせていただく時間を頂戴しました。 
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 私は、4月までJICAで仕事をしておりまして、国内事業部、また、国際緊急援助隊事務局、

そういった部署におきまして、市民参加協力であったり、あるいは緊急人道支援、こうし

た仕事を通じて、NGOの皆さんと一緒に仕事をしてまいりました。今、日下部審議官から、

開発協力大綱における戦略的パートナーとしての位置づけについてお話がございましたけ

れども、私自身、本部のみならず、在外事務所、海外の現場での仕事を通じて、日本が開

発協力を行っていく上でNGOが非常に重要な役割を担っているというところを体感してま

いりました。 

 そうしたこともあって、外務省で民連室の一員として皆様と仕事を一緒にさせていただ

くことを大変うれしく思っておりますし、この協議会はもちろんですけれども、前後のい

ろいろなタスクフォースであったり、いろいろな場を通じて、NGOの皆さんからいろいろと

学ばせていただきながら、また、信頼関係を築きながら、仕事に取り組んでまいりたいと

思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございました。 

 では、次の議題に移らせていただきたいと思います。議題2「2023年度の定期協議会の振

り返りと2024年度定期協議会の重点協議事項」ということで、NGO側から御説明いただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございます。 

 こちらの議題は、まず最初に、連携推進委員会からの説明と意見交換を行いまして、そ

の後、ODA政策協議会に移りたいと思います。 

 では、初めに、連携推進委員会からの説明ということで、NGO側連携推進委員の安達さん

からお願いいたします。よろしくお願いします。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 本日は、御多忙の中、皆さん、お集まりいただきましてありがとうございます。私は、

昨年度から連携推進委員会のNGO側委員の代表をさせていただいております安達三千代と

申します。所属ネットワークは東北NGOリーグ、所属NGOはIVYです。よろしくお願いいたし

ます。 

 さて、連携推進委員会の昨年度の報告ですが、NGO・外務省連携推進委員会は、会場とオ

ンラインによるハイブリッド形式で、7月、12月、3月の3回開催されました。特に12月は地

方開催を実施し、JICA関西さんの施設をお借りして、神戸市にて開催することができまし

た。3回とも80名近い方々が出席してくださり、外務省とNGO関係者との間で双方の連携に

関する情報共有と議論が行われました。また、本会議開催に当たっては、事前にN連、N環

のテーマ、また、一昨年度まで中期計画と申していましたが、改めて、重点課題について

計15回のタスクフォースを開催し協議を行わせていただきました。 

 なお、残念なことなのですが、第2回と第3回の連携推進委員会の議事録がまだ公開され
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ておりませんので、一日も早い公開をしていただいて、まだ参加できなかった皆様にも、

ぜひその協議の様子を知っていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、この3つの各タスクフォースについて、担当委員から報告させていただきます。 

 では最初に、N連のタスクフォースの責任者である今西さん、よろしくお願いします。 

●今西（公益財団法人 国際開発救援財団 事務局長） 

 N連のタスクフォースのNGO側のリーダーをしております今西でございます。賛助会員か

らの連携推進委員で、所属は国際開発救援財団（FIDR）でございます。私のほうから簡単

に、N連タスクフォースを中心としたN連に関しての活動の報告をさせていただきます。 

 N連に関しては、こちらにA、B、Cとして3つ、大きく分けてテーマを挙げております。 

 1つ目は、毎年恒例の4月の新しい実施要領の関係でございまして、例年どおり、11月か

ら12月にかけてNGO側のアンケート調査に基づく要望を取りまとめまして、年が明けて1月

から2か月にかけて民連室の皆様と協議を経まして、今年度の4月の実施要領改定に至って

おります。なかなか要望全てを反映するというわけにはなっておりませんけれども、幾つ

かの要望については反映いただいたことに感謝したいと思います。 

 2つ目なのですけれども、これが昨年に一番多く外務省民連室の皆さんと協議、意見交換、

あるいは連携に時間を費やしたものでございます。また、N連事業の実際に関連するところ

ですので、NGOの各団体の皆様への影響が一番大きかったことになったのではないかと思

っております。一昨年度もN連の予算に関しては非常に困難なところがあったのですけれ

ども、昨年度に関してもNGO側からN連への、特に新規案件の申請額が大きくて、これはほ

ぼ新規案件に申請したもので1年分に当たる金額になったと聞いておりますけれども、そ

ういうことを踏まえて予算不足の課題に直面いたしまして、例えば新規案件の全てを単年

度枠に変更することや、前年に引き続きまして、継続案件を次年度にちょっと先送りする

ということをNGOの皆さんにお願いすることによって、少しでも新規案件の予算を確保す

るということを民連室の皆さんとも協議させていただきながら進めてまいりました。次年

度以降、この予算不足という問題は簡単に解決することではないのですけれども、いかに

NGO側のN連申請や、あるいは実施への影響を最小化できるのか。この辺をタスクフォース

などの機会を通じまして、様々な意見交換、協議、相談をさせていただいたと考えており

ます。 

 最後に、今、御報告いたしました、この予算に関する問題の根本原因は、簡単に言うと、

N連全体の当初予算における年間予算が大幅に増加できないということです。NGO側のN連

に対する期待、それから、申請件数、金額が非常に増加しております。いわゆる需要に対

してなかなか供給が追いついていないという状況がございます。昨年度は最終的には、先

ほどの日下部審議官からの御報告にありましたように、N連では過去最高の69億5900万円

という贈与契約の額になったのですけれども、その中には補正予算、それから、単年度の

案件として最後に確保していただいたことがありまして、我々としてはその金額を確保い
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ただいたことに感謝したいと思います。しかしながら、NGO側としては、やはりしっかりと

した開発事業を行うためには複数年度案件を安定的に実施するということが重要であり、

不可欠と考えております。この辺のための協議も行ってまいりました。なかなか簡単にこ

の予算を増やしていくということは解決できない問題ではございますけれども、引き続き、

協議させていただきたいと思っております。 

 簡単ですが、私からの報告は以上でございます。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 ありがとうございました。 

 では、N環担当の池田さん、お願いします。 

●池田（北海道NGOネットワーク協議会 理事） 

 池田です。北海道NGOネットワーク推薦で、団体は函館にあります北海道国際交流センタ

ーです。 

 N環といたしましては、いろいろなスキームがあるのですけれども、NGO相談員、それか

ら、インターン・プログラム、スタディ・プログラム、そして、NGO研究会とNGO事業補助

金があるのですけれども、これが中小のNGOあるいはネットワークNGOにとって非常に重要

なスキームとなっていますが、近年、件数が少しずつ減ってきたり金額が減ってきている

という状況があります。特に令和5年につきましては、NGO相談員15団体だったところが10

団体になったということで、かなり大変な状況になっているなという認識を持っておりま

した。 

 そんな中で、従来からアンケート調査を実施したり、昨年におきましては、NGO研究会で

関西NGO協議会さんがやられた、NGOの基盤強化、自らが行う強化策、政府・企業等の強化

施策等の事例をみんなで学びながら、これからどうやってN環をやっていくべきなのかと

いうことを1年間かけて話し合いました。その中で新しい案とかも提案できればよかった

のですけれども、昨年においてはまだまだ、そこをいろいろと議論するところにとどまっ

ておりますが、今年度にそこをつなげていきたいなということでやっております。 

 N環につきましては以上です。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 ありがとうございます。 

 次は、今西さんか、河合さん、お願いします。 

●今西（公益財団法人 国際開発救援財団 事務局長） 

 重点課題について、私、今西から、リーダーの棚田さんが現在、海外出張中ということ

で出席できませんので、代わって御報告をさせていただきます。 

 重点課題に関しましては、昨年度、開発協力大綱が新しくなりまして、その中で市民社

会がODAの戦略的なパートナーと位置づけられたことを受けまして、それがどのようなも

のであるかということを説明を求めつつ、特にその中でオファー型協力というものが挙げ

られておりましたので、そこにNGOとしても何らかの連携・貢献ができるのではないかとい
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う具体的な情報開示等々を求めてまいりました。少し担当者の方から御説明いただいたの

ですけれども、まだ具体的なところがない状態ですので、これについては引き続き、情報

をいただきながら検討していきたいと思っております。また、NGO側の組織力強化というこ

とが外務省民連室のほうからも取り上げていただきまして、どのような形でNGOの組織強

化、基盤強化できるかというところについて意見交換などもさせていただきました。残念

ながら、今のところ、まだ具体的なプログラムは出てきておりませんけれども、これも引

き続き今年度、一緒に考えていければなと思っております。 

 先ほど第2回連携推進委員会が関西で開催したという安達代表からの報告がありました

けれども、そちらのほうには日下部審議官にも泊まりがけで参加いただきまして、忌憚の

ない意見交換ができたことを感謝しております。 

 あと、最後に、政務三役あるいは外務省の幹部の方へのぜひ直接的なブリーフィングの

機会というものを求めておりましたけれども、第3回連携推進委員会の機会の折にその機

会をつくっていただきました。少しでも御理解いただいてNGOとの連携が進むことに資す

れば幸いだと思っております。 

 簡単ですが、以上でございます。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 お疲れさまです。  

 では、以上となります。 

 続きまして、そのまま行きます。今年度の活動計画なのですけれども、連携推進委員会

のほう、NGO側のほうも少し組織改編いたしまして、新しい人材を取り込んで、多様な中で

議論を進めて、それから、民連室さんとのいろいろなタスクフォースにも臨みたいと思っ

ております。 

 では、また同じように、今西さんからN連のタスクフォースについてお願いいたします。 

●今西（公益財団法人 国際開発救援財団 事務局長） 

 では、今年度の活動の計画でございます。 

 N連に関しては、ほぼ昨年度と同じような項目になっております。まず、何といっても、

今年度のN連の実施をいかにスムーズかつ効果的にNGOが実施できるかというところを目指

しまして、特に昨年度もありました予算の非常に厳しい中を、なかなか一朝一夕には解決

できない問題ですけれども、少しでもNGO側に負担のないようなことを何とかできないか

ということを民連室とも緊密なコミュニケーション、連携を図りながら、できる施策をや

っていきたいと思っております。また、具体的に実際にN連の審査をする時の基準の透明性、

あるいは従来から言っているハード案件の問題等についても議論しながら進めていきたい

と考えております。 

 先ほども言いました、2番目ですけれども、予算の拡大に向けた活動ということで、なか

なかこれというものはないのですけれども、その中で1つ、NGOが行っているN連事業の効果、

そういうことを見える化するということも、他のN環あるいは重点課題のチーム、これは共
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通の課題だと思っていますけれども、そういったところを整理して伝えられる体制をしい

て、よりN連、NGOが実施する事業への理解を促進できるようなことをしていきたいと思っ

ております。 

 それから、N連の実施要領の改訂に関する活動、これは毎年やっていることでございます

ので、また今年度、今年の10月末、年末にかけて、それから、年始にかけて、また具体的

な改訂の要望を取りまとめた上で、民連室の皆さんと検討して、来年度の実施要領のほう

に少しでも多くが反映できるようにしていきたいと思っております。 

 簡単ですが、以上でございます。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 ありがとうございます。 

 では、続いて、安村さん、N環について、活動計画をお願いします。 

●安村（特定非営利活動法人 NGO福岡ネットワーク 事務局長） 

 NGO福岡ネットワークから出ております安村です。今年度、N環チームの取りまとめをさ

せていただいています。 

 私たちN環チームとしましては、今年度、昨年からも引き続きなのですけれども、一つは

NGOの支援や強化に関する取組、スキーム等の棚卸しと整理、これはNGO研究会の資料のほ

うにもかなりしていただいているのですけれども、特にこの内容について、NGOの視点とい

うことになって、さらに内容の整理を含め、行っていきたいと考えています。 

 2番目は、現在行われているN環の4スキームと、事業補助金の分と合わせて5つになりま

すけれども、こちらの現在の課題とその対策について整理をし、また、取りまとめていく

ということをさらに進めていきたいと思います。昨年、これに関してアンケートをさせて

いただき、いろいろ御回答いただきました。これに加えて、参加している団体へのヒアリ

ングであったりとか、今年度は対策に関する具体的な意見交換会だとか、そういうものも

していければいいのではないかというふうには考えています。この中で挙がってきている

キーワードというものが、マネジャー層の研修であったり、伴走支援、専門家の育成・派

遣、バックオフィス、分野別・地域別能力強化、それから、マッチングファンドと、いろ

いろキーワードとしては挙がっています。 

 そして、現在、重点的に2つの課題について、既に民連室の方とも話を始めているものが

あります。一つがNGOの専門性強化に資するN環スキームの検討ということで、これは地域

別・分野別の能力強化のスキームというものがまだ現状でさらに改善もしくは新設の余地

がないかということに関して。それから、もう一つが、NGOや、全体にもつながりますけれ

ども、N連の成果というものをどう見える化していくかということについての取組という

ことです。これは私たち連携推進委員全体に関係する、特にN連と共通のテーマかなという

ことで取組を始めていて、既に例えばこんな形でホームページに上げていくということで、

もっと成果が見えるような形というものをしていけるのではないかということを考えてい

ます。これはN連に関する予算を拡大していく中での一つのツールに持っていきたいとい
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う要望・希望で取り組み始めているものです。 

 あと、最後ですけれども、NGO活動環境整備というものがN環の名称ですけれども、今あ

るスキームだけではなくて、やはり取り組まれている環境へのアプローチということも視

野に入れつつ検討していかなければいけないかなという意識を持ってやっていこうと思っ

ています。 

 N環チームからは以上です。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 ありがとうございました。 

 では、河合さん、重点課題と国際機関との連携をお願いしてもいいですか。 

●河合（ジャパン・プラットフォーム NGOユニット幹事会メンバー） 

 ありがとうございます。 

 初めまして。お世話になっております。河合と申します。私はJPFのネットワークから来

ております。所属団体はグッドネーバーズ・ジャパンとなります。よろしくお願いします。

こちらの連携推進委員会は4月から始めたばかりで、まだまだ新参者なのですが、出る杭が

打たれないように頑張っていきたいと思います。よろしくお願いします。 

 重点課題、国際機関連携なのですけれども、両方とも私の中では営業部隊だと思ってい

ます。先ほど今西さんから発言いただいたとおり、こちらのNGO戦略的パートナーシップと

いうものとオファー型などで、昨年、協議をされてきたと思うのですけれども、今年はよ

り具体的な形のパートナーシップの形というものをつくり出したいと思っておりまして、

その切り口として、今、話されているWPSであったりとか、HDPネクサス、またはウクライ

ナ復興会議を受けたウクライナの復興というような、それぞれの切り口で様々なNGOが既

に活動している、展開しているという利点がありますので、そちらの強みとかプレゼンス

というものを強調して協議をしていて、具体的なパートナーシップというものをつくって

形にしていきたいと思っています。そちらが重点課題になります。 

 国際機関のほうは、こちらも営業になってしまうのですけれども、国際機関とのパート

ナーシップというものは一部のNGOさんではできていて、Implementing Partner(IP)を獲

得とか、いっぱいできているのですけれども、まだまだ足りないところがある。とりわけ

日本の拠出というものがすごい多いわけで、それをやはり受注できるような形にしたりと

か、パートナーシップ、連携ができるという体制を構築したい。 

 一方で、例えばなのですけれども、2つ目のポツになるのですけれども、日本のNGOのキ

ャパシティー強化もやはり必要だと思っております。こちらは一つの提案ではあるのです

けれども、例えば、今、日本には日本政府資金によるJPOであったりとかUNVというフレー

ムワークがあると思うのですけれども、日本のNGOの職員の方をこれらのスキーム、例えば

UNVのスキームなどで国際機関に派遣をして、その中で様々なテクニックであるとか、一番

いいベストケースなのが、例えば日本政府向けのプロポーザルを形成するなどというもの

につながって、そうすると、国際機関にとっても有益ですし、日本のNGOのキャパシティー
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ビルディングにもなって、ひょっとしたら、その資金が日本のNGOがIPになるなど、様々な

メリットがあるのです。国際機関側としても、やはり日本のNGOの即戦力というものが来て

いただけるというのは非常にメリットが、私は国際機関の出身なのですが、あるので、や

はりこちらはWin-Winですので、こちらというものも提案していきたいと思います。 

 以上になります。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 ありがとうございました。 

 これで連携推進委員のほうの活動報告と活動計画を終わります。ありがとうございます。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 連携推進委員の皆様、ありがとうございました。 

 それでは、今の報告を受けて、外務省のほうからコメントなどありましたらお願いいた

します。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 では、日下部審議官、よろしくお願いいたします。 

○日下部（外務省 国際協力局 審議官/NGO担当大使） 

 いつも皆さん、大変お世話になっております。いろいろな場で直接対面でお会いするこ

ともできて非常に、河合さんはまだ直接、対面でお会いしたことはないかもしれませんが、

他の方々とはいろいろな場で会わせていただきありがとうございます。 

 連携推進委員会の振り返り、今年度のNGO側の重点方針につき御説明いただいてありが

とうございます。我々としても、確かに検討していかなければいけないなということがた

くさん入っていたと思っております。 

 昨年度は、連携推進委員会の本会議を3回開催して、個別の論点について集中的に協議す

るタスクフォースも多数行われたと承知しております。おとといにはNGO活動環境整備支

援事業、いわゆるN環のタスクフォースも開かれたと聞いております。活発な意見交換によ

って新しいアイデアを生み出したり共通の認識を持つということは大変重要だと考えてお

りますので、引き続き、そうしたタスクフォースを含めた意見交換の場をしっかりと確保

していきたいと考えております。 

 それから、予算については、昨年は結果的にはN連は過去最高となったということであり

ますけれども、それでも複数年度事業を行いたいとか、いろいろな課題があるし、もっと

予算がほしいということは我々も承知はしているところであります。民連室としても同じ

認識だと思うのですけれども、NGOに限らず、ODA予算そのものは、今、大変厳しい状況に

なっており、今年になってその風が全く変わるかというのはよく分からない。これから予

算要求プロセスに入っていきますけれども、予算がどうなるかというのはまたこれからと

いうことでございますけれども、皆さんのニーズは大変あるということは十分承知してい

るし、それを踏まえた形で取り組みたいと思います。一方でODA予算というものが非常に厳
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しい状況の中にありますので、今後どうしていくかというのはうちの局内でもいろいろ考

えているといったところでございます。 

 それから、オファー型についてもいろいろありまして、現時点でオファー型の案件が公

表されているのはカンボジアとマダガスカル案件というものが、カンボジアのDX、それか

ら、マダガスカルの経済強靱化、この2件が、今、動いています。やはり皆さんがどういう

活躍できるかというのは、それぞれの活動されている在外の大使館ともよく意見交換され

たりするということも大事かなと思っておりますけれども、オファー型というものについ

ても、随時、いろいろな場において意見交換できればなと思っております。 

 それから、今後、タスクフォースが頻繁に開かれると思いますけれども、いろいろ有意

義な議論ができればと思いますし、今日、いろいろ御指摘のありました、例えばビジビリ

ティーなり、その成果をいかに広めていくかというのも大変重要な視点かなと思っていま

す。 

 それから、国際機関に対して、NGOの連携。我々も財務省もそうなのですけれども、外務

省も財務省も国際機関にいろいろな形で支援をしても、結局、最後、実施する時の団体が

日本の団体でないということが多いわけですけれども、そういうものよりは、できれば日

本の団体が国際機関から受けて実施するというのが非常にきれいな形であり、そうすると

お金の使い方としてもよりいいなと思っているところはあります。そういう国際機関との

連携というものを進めていくこと自体は我々としても非常に大事なことだと思っておりま

すので、どういう形でうまくできるかというものは実務的によく御相談していただく必要

性があると思いますけれども、方向としては我々としても大変、まさにそういうものを目

指しています。アメリカなども、御存知のとおり、国際機関にアメリカ政府がお金をつけ

ても、それを受注しているのはアメリカのNGOだったりするわけなので、そういうものが少

しでも日本としても増えていくというのは、それはそれでいい使い方だなとは思いますの

で、そこはいい知恵の出し方をタスクフォースの辺りで考えていただければと考えており

ます。 

 私からは以上です。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 私から1点だけ、安達様から御指摘いただいた連携推進委員会の議事録につきましては

公開に向けて急ぎ作業してまいりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 よろしくお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。外務省からは以上です。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 どうもありがとうございました。 
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 一応、次に進む時間にはなっておりますけれども、安達さん、それから、NGO側の皆さん、

特に御質問、コメントなどありましたら、ありますでしょうか。 

●安達（東北NGOリーグ 幹事） 

 特にございません。 

 日下部審議官、いろいろ評価してくださり、細かい点を捉えてくださってどうもありが

とうございます。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 他に特になければ、次に進みたいと思いますけれども、よろしいでしょうか。 

 では、次に進ませていただきます。では、次はODA政策協議会からの報告ということにな

りますけれども、その前に1つ、政策協議会のコーディネーターから皆さんにお知らせがご

ざいます。2010年から2021年まで、長くODA改革ネット九州から政策協議会のコーディネー

ターを務めていただきました原征治さんが5月24日に御逝去されました。御存知の方も多

いかと思います。私も大変残念に思っていますけれども、この場でお知らせをさせていた

だきます。御冥福をお祈りいたします。 

 それでは、ODA政策協議会からの報告ということで、こちらはNGO側コーディネーターの

若林さんからお願いいたします。よろしくお願いします。 

●若林（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 理事） 

 御紹介ありがとうございます。私、国際協力NGOセンター（JANIC）で理事をしておりま

す若林で、ODA政策協議会のコーディネーターをさせていただいております。政策協議会の

ほうは私1人で一応、全部、説明をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 ODA政策協議会につきましては、通常、6月に全体会議を開催してやることで予算を聴取

するのですけれども、全体会議が8月にずれ込んだことで、7月に第1回をやり、そして、12

月に第2回で、第3回は地方開催ということで、JICA関西で実施することができました。改

めて、3回の政策協議会を開催でき、スムーズな運営・サポートいただいた外務省の皆さん

に感謝申し上げたいと思っております。その意味で、この3回を振り返りながら、私なりに

課題を申し上げたいなと思っておるところであります。 

 全体的には、昨年6月の開発協力大綱に基づいた課題が議論されたのではないかなと思

っております。大綱改定に至るプロセスですね。なぜ、改定するのか。あるいは有識者会

議の在り方、あるいはその期間、それから、開発協力大綱でうたわれている様々な原理原

則の問題、そこに至る課題等、幅広く議論することができたのではないかなと思っており

ます。国際環境が変われば政策が変わるというのは当然なのであります。ただ、一方で原

理原則というものはそう簡単に変えてはならぬということで、開発協力大綱の政策が変わ

っても原則は本来は変わってはならないのですけれども、そこによる矛盾がいろいろ出て

きたのではないかなと思っております。それについて後ほどまた御意見をいただければあ

りがたいなと思っておりますので、いろいろな課題がそこに集中して議論される時に、以

前の大綱との関係とか原理原則の中でいろいろ課題が出ているのではないかなと思ってお
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るところであります。 

 まず、私のほうで挙げたいのは、人権デューデリジェンス（DD）の開発協力の推進であ

ります。 

 市民社会側からいろいろな方が再三にわたって、人権DDのプロセスをこの開発協力の中

においても入れるべきではないかという意見があったと思っております。なぜかといえば、

この国際協力の事業実施に際しても、この人権あるいは環境DDというものが国際的に承認

されたプロセスとして非常に重要なのです。そういう意味では、外務省側もビジネスと人

権の行動計画においても、国家の人権保護義務を踏まえて、企業に対してその取組を推奨

しているわけです。 

 でも一方では、国際協力推進に際してそれを入れないというのは矛盾するのではないか

なと思っています。なぜかといいますと、人権DDというものは事業の開始に際しては様々

な人権や環境のリスクを事前に分析をするのですよ。その分析をした結果、そのリスクを

当然、まずは実施前になくしていく、緩和させる、少なくするということが必要なのです。

その上で実施をし、モニタリングを行うというプロセスがあります。万が一、人権侵害や

環境への負の影響が特定されれば、中止を含めて、対応策を講じる。実際に被害に遭った

方には人々の救済策を実施する。そのプロセスにおいては、様々な市民社会をはじめとす

るステークホルダーと意味のある協議を行ってやっていくというのがこの人権・環境DDで

ありまして、今では全ての事業において、国内でも海外でもそれが実施されているという

ことにおいては、まさにこのプロセスが重要であります。JICAさんには環境社会配慮ガイ

ドラインというものはやっているというお話もありましたけれども、これはプロセスなの

で、そこは人権配慮しているといっても、このプロセス自体がしっかり担保されていない

といろいろな問題が起きるのではないかなと思っています。 

 ヨーロッパでは人権・環境DDが最近、法制化が承認されましたので、各国において、こ

のDDをやるということが義務づけられた。その観点からずっと見ますと、様々な問題があ

ったのではないかなとは思っておりますので、そういう意味では、ODAを供与する時のリス

ク分析の問題、あるいは市民社会をはじめとするステークホルダーによる案件形成やモニ

タリングへの関与の不足、あるいは非軍事原則の問題でどこまでリスクが分析されたのか

ということが少し分かりにくいとか等々が取り上げられたと思っております。 

 ちょっと上げていただいて、その中で、例えば非軍事原則の適用の徹底、ODAとOSAとの

関係の曖昧さというものも今回のこの一連の議論の中で出てきたのではないかなと思って

おります。 

 例えばミャンマー事業に対する争点は、船舶供与については、クーデター以前の問題で

あるとありましたけれども、既にその当時にロヒンギャへの人権侵害、治安が既に悪化し

ていたのです。予見できなかったという説明がありましたけれども、やはりそこについて

はしっかりしたリスク分析というものがもっとあってもよかったのではないかなと思って

おります。 
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 また、インフラ事業についても、企業と契約するのは被援助国政府であって、我々は資

金を供与するだけであって、そこには関与できないというお話もありました。しかし、こ

れは人権DDのフレームでは、当然、援助側が相手国政府に対して企業に対してもそれを求

めていくということがルール化しているのですよ。ですから、それが、今、企業ではサプ

ライチェーンに遡って、本当に採掘型、様々なプロセスに向けて、この人権DDをやってい

くということを義務づけられるわけです。そういう意味では、被援助国政府が契約するの

だから我々は関係ないということはできないようなフレームワークになっておりますので、

これについても今後の中で大きな課題ではないかなと思っております。 

 また、フィリピンの巡視船の供与の例につきましては、既に領土争いの最前線で中国軍

から今もなお放水を浴びたり、そういうことが起きているのです。これは海上法執行の枠

組みを超えている安全保障の領域でありますので、既に非軍事原則を逸脱している可能性

があるということです。モニタリングも現地大使館もJICAに任せているだけで、実態があ

まりよく見えてこないということについては、この件については、引き続き、我々として

もモニタリングしていきたいなと思っておりますし、開発協力適正会議の場でも継続案件

として報告事項として審議はされていないという状況であります。 

 ですから、海上法執行と安全保障との関係がやはり曖昧でありますので、一方で巡視船

がODAで、警備艇というものはOSAというものも区別がつきにくいというところで、実際の

運用では海上の安全保障と海上法執行を必ず区別することはできないわけですので、この

辺がODAの非軍事原則の関係で、OSAの供与によって、その関係性が非常に難しくなってき

ているということで、今、説明責任が問われているのではないかなと思っております。 

 そういう意味では、過去の非軍事原則を徹底し、武器の輸出原則が禁止されたところか

ら、徐々にそこが緩和されることによってその矛盾が大きく出てきているので、それにつ

いての説明というものもやはり改めて考えていく必要があるのではないかなと思っており

ます。 

 続きまして、政府から共有される情報や資料の一元化という問題を私はこの1年間感じ

ました。 

 開発協力大綱というものは、様々な市民社会の意見を入れてかなり変わりました。そう

いう意味では、表現がマイルドになったり、多くの文章が修正・削除されたりして、最終

的な「新大綱」は一読すると、前の大綱からあまり変わらないような印象すら感じたので

すよ。でも、本質的には何も当初の案から変わっていない。それは、開発協力大綱では「同

志国」とか「経済安全保障」という文字が削除されましたけれども、一方「国益重視」あ

るいは「自由で開かれた太平洋」の使用回数は減ったものの、外の資料では相変わらず同

じポイントが主張されているということがありますし、資料は何も変わっていないという

ことでありました。 

 そういうものがいろいろなところで出てきているのですけれども、例えば第2回政策協

議会で取り上げました「令和6年度予算の概要」の議論がありました。その中で、概算要求
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の3つのポイントにおいて「開発協力大綱」から逸脱、あるいは「開発協力大綱」の改定時

の外務省の説明にそごがあるということを指摘したところ、外務省さん側が明らかにそう

であるということでそれをお認めになったのですけれども、一向に今日の資料を見てもそ

れが変わっていないわけです。 

 例えば3つのポイントがあるのですけれども、国家安全保障戦略というところで実施す

る予算ですけれども、OSAの戦略的活用というものは国家安全保障戦略の枠組みの中で書

いている。これはおかしいのではないですかと言ったら、そのとおりである。これは最終

的に何らかで変えたいとか、それから、オファー型の協力については、日本企業の海外展

開を支援する予算だと明確に書いてあるのです。でも、大綱の議論ではそんなことは言っ

ておらず、ODA事業の深化の過程の中でそれが出てきたというお話がありましたけれども、

明らかに外への説明と市民社会への説明の情報と資料がやはり違っているということはも

うちょっと一元化する必要があるのではないかなと思っております。 

 さらに、4番目ですけれども、ODA予算の削減と予算執行に関する説明責任であります。 

 残念ながら、1997年をピークにODA予算がどんどん下がっております。今年度もODA予算

は残念ながら下がったのですけれども、一方ではOSAという新しい枠組みの予算が倍増に

なったということで、相互には関係性がないという御説明がありましたけれども、全体予

算が限られている中で、一方では伸び、一方では下がっているということを考えれば、相

関関係はあるというのが自然ではないかなと思っています。 

 一方、ODAの予算の執行に関しては、JICAさんの交付金においては、過去に資金ショート

で、お金がなくなって、つけ過ぎてしまって、新規予算が取れないという状況があったの

です。一方では無償資金協力においては、当初の予算どおりに執行されず、蓄積して支払

い前資金が一般会計予算の無償資金協力の総額を上回るという異常事態の規模に達して国

庫に返納するということがありますので、違うスキームとはいえ、一方では予算を使い過

ぎ、一方で資金が使い切れず余らせて国庫に返納するという、一般的に矛盾することが起

きているので、こういうところについてもしっかりとやはり説明していく必要があるので

はないかなと思います。 

 ODA予算のGNI比0.7％達成ということはやはり必要なことでありますので、予算の執行

に対する説明責任と同時に、ODAをアピールする効果的なODA広報も強化する必要があるの

ではないかなと思います。 

 最後に2つありますけれども、C7/C20コミュニティとの政策対話でございます。これから

後でC7についての報告がありますけれども、ぜひこれからも市民社会との政策対話を重視

していただきたいと思っておりますし、C7/C20に限らず、COP、SDGs、ビジネスと人権など、

様々な国際的な議論のフレームワークがありますので、ぜひ市民社会への対話を継続して

いただきたい。 

 そして、開発資金の確保の問題につきましては、ODA予算が削減される中で、後発途上国

への資金をどう確保していくのかの辺りは本当に重要な問題であります。ですから、これ
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についても、ぜひ世界の中で日本政府として、開発資金確保に向けたODA予算について、ODA

予算の増額とともにぜひリードしていただきたいと思いますので、民間資金の導入という

ことそのものを我々としては何か否定しているわけではなく、そこについてもやはりリー

ドしていって、最終的には後発途上国に資金がしっかり回るような議論を進めていただき

たいなと思っております。 

 2024年度につきましては、これで最後にしますけれども、基本的には、今、開発協力大

綱の話がありましたけれども、そこに関するフォローアップは引き続きしていきたいと思

いますし、非軍事の徹底、人権への配慮、人権DD等の確認もこれからもしていきたいなと

思っているところであります。 

 さらに、全体会議、第1回、第2回において当該年度の予算、次年度予算の重点項目につ

いて引き続き継続的に議論していきたいなと思いますし、オファー型予算の策定につきま

しては、これまでの議論の中では、プラットフォームにNGOが参加するのは当然だというお

話がありました。そのプラットフォームは、場を意識していないにせよ、オファー型につ

いては何らかの形で市民社会が関与できるような方策をぜひ引き続き御検討いただきたい

なと思っております。 

 全体的には、若干、ある程度、市民社会から意見を申す場が多いのですけれども、WPSも

含めた世界の、例えば援助の潮流なども含めて、前向きな、建設的な議論ができるように

市民社会としてもやはり努力していきたいなと思っておりますし、地方開催についても、

東京を中心に、今後、検討を重ねていきたいと思いますので、引き続きの御協力ありがと

うございました。 

 少し辛口の意見でございましたけれども、今年度も含めて、皆様方の御支援、御協力、

市民社会の皆さんの御参画をよろしくお願い申し上げたいと思います。 

 以上です。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 若林さん、ありがとうございました。 

 それでは、これを受けて、外務省のほうからコメントなどをお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 御説明ありがとうございます。 

 では、日下部審議官、よろしくお願いいたします。 

○日下部（外務省 国際協力局 審議官/NGO担当大使） 

 いろいろ御意見、大変ありがとうございます。また、ODA政策協議会の振り返りと、今年

度のNGOの側の重点方針なり、いろいろ御説明いただいてありがとうございます。 

 昨年度も、この政策協議会は3回開催しましたし、対面とオンラインのハイブリッド開催

というものは定着したかなと思っています。その後、顔を合わせての意見交換も行ったり

することもあったりして、対面開催というものと地方で開催することもあったと思います

ので、いずれにせよ、そういういろいろな形での意見交換をしていくというのは非常によ
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かったし、今後もしていかなければいけないなと思っております。 

 若林さんの御指摘もそれぞれ重いテーマであり、我々としても頭の片隅にも絶えず入っ

ているし、国会等の場においてもよく指摘されるような内容の御指摘も多かったかなと思

っております。今日は一つ一つについての回答を細かくする場所ではないとは思っていま

すけれども、非常に御指摘としては我々も悩ましいというか、難しい問題がかなり多く含

まれているかなと思っております。ミャンマーとかフィリピンについても、我々としても

特にミャンマーの問題というものは非常に頭を悩ませている課題であり、なかなか悩まし

いところがあって、我々は国会の中でもいろいろそういう悩ましいというのは答弁させて

いただいているというところでございます。 

 人権DDにしても、非常に御指摘はいいのですけれども、むしろ、海外ではこんなふうに

してこうなっているのです、だから、日本とは違ってこうなっているのですみたいな、も

う少しいろいろ情報があれば政策協議会あるいはその他の場においても教えていただけれ

ばと思います。 

 それから、OSAとODAの問題というものは、我々もODAを担当する部局として、OSAを担当

しているわけではないですけれども、非常に悩ましいところは御指摘のどおりであります。

ただ、予算的にはOSAの予算というものは現時点ではまだまだ倍増しても非常に小さい額

ですので、仮にOSAの予算がODAの予算になったからといって、ODAの予算が増えたとは言え

ないぐらいの額なので、それを増えた減ったと同列に扱うのはいかがなものかなとは思い

ますけれども、OSAはOSAとして、日本の安全保障として重要だからやっていく。一方、ODA

も非常に大事だということで、外務省としては両方大事だというふうに言っていかざるを

得ないというところかなと思っております。相関関係あるかないかは、それは人の見方な

ので、我々はないということしか言えませんけれども、そういうことかなと思っておりま

す。 

 それから、非軍事についても非常に重要な問題であり、適正会議の場においても、大体、

非軍事案件というものが一番優先的に議論される。非軍事かどうかというところが優先で

議論されるということで、報告事項で審議されていないといいながら、報告した時にいろ

いろ意見を聞いたりすることも出たりすることはあるのですけれども、非常に我々として

もそれは慎重にやらなければいけないし、大事なテーマだと感じているところであります。 

 それから、大綱の中でいろいろ、市民社会の方々のメンバーが1人しかいなかったとか、

いろいろな大綱策定について御意見がありましたけれども、それは今後の、次の大綱、い

つつくる話になるかは全く分かりませんけれども、そういった意見が今回強く出たという

ことは恐らく引き継がれると理解しているところであります。 

 それから、予算の執行のほうで、JICAの交付金が非常にショートした一方、支払い前準

備金が積み上がっているというのは、それは、支払い準備金はまた別の話だと思いますけ

れども、準備金は準備金として、いかに減らしていくのかというのが、今、非常に我々も

力を入れているところであり、既に使い先が決まっているものが積み上がっていくので、
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その準備金があるから別のものを利用しようという話にはならないので、準備金を減らす

にはしっかりと執行していく。相手政府とのいろいろ課題があった場合に早く解決して執

行していくか、あるいはそれは無理だということであれば返すか。そういう選択になるの

で、そのお金が何か別のところに使えるという話だといいのですけれども、そういう話で

は基本的に多分ないのかなとは思っております。 

 それから、GNI比の関係は、今年は0.44％ということで過去最高、昔とは測り方が違うの

で単純に比較できないのですけれども、昔も0.44％になったことはないということなので、

たしか0.44％というものは、基準が違うということを差し置いても、かなり過去最高の水

準かなと思っていますけれども、いろいろな事情があって0.44％になった。IDAへの増資の

お金がたまたま早まったとか、いろいろあって増えたわけですけれども、それが増えてい

ること自体は我々としてはとてもよかったなと思っているところです。来年、どうなるか

というのはまた分かりませんけれども、そういうふうに感じているところです。 

 それから、C7との意見交換も、1回、広島サミットの時もやりましたけれども、今年も1

回、たしか外審とも意見交換されたように承知していますけれども、それはそれで非常に

よかったのではないかなと思っております。 

 それから、いろいろこういう場においてNGO側から、また、若林さんの御見識もかなり入

っていると思いますけれども、いろいろな御意見をいただくことは、非常に耳の痛い話も

多いのですけれども、それはそれとして、我々としては引き続き耳を傾けていかなければ

いけないし、そういうことをずっと言い続けていただくこと自体が決して無駄だとは全く

思わないので、それはそれで言っていただくし、いろいろな理論武装とか、あるいは海外

ではこうだったとか、どうしてそういうものがよくないのだとかというものもいろいろ丁

寧に言っていただくと、我々としても、民連室などを含めて、理論武装にもなるので、そ

ういう意見はいろいろ教えていただければと思います。また来月もODA政策協議会、7月26

日が予定されていると思いますけれども、そこでも意見交換させていただくことは私とし

ても楽しみにしているところであります。 

 以上です。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 外務省から以上です。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 日下部審議官、ありがとうございました。 

 若林さん、コーディネーターの皆さん、あるいはNGOの皆さん、それに対してコメント、

また、質問などありますでしょうか。 

 若林さん、よろしいですか。 

●若林（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 理事） 
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 他の方が発言されたいと思いますので、短く申し上げたいと思いますが、日下部審議官

の丁寧な御説明ありがとうございます。本当に1年間、いろいろな立場で御協力いただいた

ことで話合いが進んだのではないかなと思いますし、我々としても批判ばかりではなくて、

例えば海外のグッドプラクティスとか、いろいろな建設的な議論ができるように、我々も

やはり情報をもっと提供していきたいと思いますし、そういう場にこの政策協議会をして

いきたいという思いはありますので、そういう思いでまた頑張っていきたいなと思ってい

ます。 

 ただ、1つだけ、やはり懸念は、説明が非常に難しくなっているのですよ。例えば国際環

境が変われば、武器輸出三原則が厳しく一切駄目だという状況から、防衛装備移転三原則

ができて、国際環境はどんどん変わっているのですよ。ですから、それで政策が変わる。

でも、原理原則は変わってはいけないという我々の意見もありますし、そこら辺をどう説

明がつくように論理構築ができるかというのは、これは悩ましいのです。私も難しいこと

を言っているのですが、そこを外務省も考えていかないと、つじつまが合わなくて、いつ

も同じような議論を繰り返しているので、原理原則とこの政策との関係性をうまく説明で

きるように我々も考えていきたいと思いますし、だからといって、我々がそこに対して分

かりましたということでは必ずしもないのですけれども、こういう過去からの積み重ねで

やるとこういうことの難しさが出ているというのは現状ではないかなと思います. 

引き続き、我々自身としても汗をかいていきたいなと思っています。 

 取りあえず、以上にさせていただきます。どうもありがとうございます。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 他にNGOのほうからコメント、質問などありますでしょうか。 

 特にないようですので、大丈夫ですか。 

 では、次に進ませていただきたいと思います。ありがとうございます。 

 それでは、次の議題のほうをお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 次の議題ということで「今年度の開発協力の取組について」になります。国際協力局政

策課から五十嵐首席に参加していただいておりますので、説明いただきます。よろしくお

願いいたします。 

 

○五十嵐（外務省 国際協力局 政策課 首席事務官） 

 皆様、どうぞよろしくお願いいたします。国際協力局政策課の首席事務官をしておりま

す五十嵐でございます。「今年度の開発協力の取組について」ということで、特に令和6年

度の予算の概要ですとか、その中でどういったことをやっていくのか、あるいは予算に限

らず、どのような形でODAを今年度進めていく上で重点を置いていくのか、そういったとこ

ろについて御説明をさせていただくという趣旨と受け止めております。 

 まず、共有されている資料として「令和6年度予算の概要」というものがあるかと思いま
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す。こちらに基づきつつ、必要な部分を補いながら御説明させていただければと思います。

こちらはホームページ等で公表されている資料でもありますけれども、令和6年度の外務

省全体の予算になります。 

 まず、ここで「予算総額」という左の部分を見ていただければと思います。この全体と

して令和6年度当初予算7,417億円というものが書いてあると思うのですけれども、ODAに

関して関わってくる部分としましては、このうちの無償資金協力、JICA運営費交付金等、

国際機関等に対する任意拠出金となりまして、あとは義務的な分担金ですとか義務的拠出

金、そして、一般的な政策経費という中でもODAに関するものというものが一部入っている

ものがございます。ただ、一番大きなところとしては、やはり無償資金協力とJICA運営費

交付金、そして、国際機関に対する拠出金というところになっております。 

 右のほうには「予算の柱」として、今年度重点的に置かせていただいているものが記載

されております。 

 この次のページから個別の中身に関して少し説明をされておりますので、追っていけれ

ばと思います。 

 ここで、全体としての予算の3つのポイントとしてまとめられているものがあります。こ

こは実は政策協議会ですとか様々な場でもいろいろと御意見いただいて、我々としても関

係部局とも含めて議論はしてきた部分ではございますが、若干、安全保障が前面に出てい

るのではないかというような御指摘をいただいていて、そこに関しては我々としても少し

意識はせざるを得ない部分かなと思います。 

 ポイント1のところで、国民の生命と安全、日本の名誉と尊厳を守る。それで、国家安全

保障戦略を実施するための予算。ここは先ほど少し若林さんのほうからお話もあったとお

り、やはり国際環境が非常に流動的になっている中で、日本国民の生命と財産、これをき

ちんと確保していく。これがまず何よりも政府としての役割として欠かすことはできない

ものですので、ここの文脈でのODAの戦略的な活用ということはどうしても考えていかざ

るを得ないかなと。若干、他の文脈と少しそぐわないのではないかという指摘は以前も伺

っていた部分ではありますが、その中でもやはり安全保障というものが必ずしもいわゆる

軍事的な安全保障だけではなく、国民の生活というものは幅広い分野にわたっております

ので、いわゆる経済安全保障、これは物にはよりますけれども、国民の食品ですとか、エ

ネルギー価格ですとか、そういったところもやはり密接に関連してくるところになってい

るわけでして、そういう意味で国家安全保障ということを考える上で、そういった国民の

ふだんの生活にも直結するようなものに対しての安全保障というようなものはODAの中で

きちんと考えていかなければならないものになります。ここは明確に位置づけさせていた

だいているというところはございます。ただ、誤解はないようにということはきちんと認

識しながらやっていければと思っております。 

 ポイント2は、邦人の安全ですとか危機管理というところですけれども、ODAの実施に関

してもここは関連する部分はございます。ダッカ襲撃テロ事件、皆さん、御記憶の方はい
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らっしゃるかもしれませんが、やはり難しい状況になっている中で、ああいったことを繰

り返さぬように、きちんとした予算の確保、そして、実施のための様々な連絡を取って取

り組んでいくということは必要になってきているかと思います。 

 ポイント3で、オファー型協力に関して触れさせていただいておりまして、これは後ほど

またいろいろな部分で出てきますが、やはり海外の成長といいますか、途上国自身の健全

な発展・開発ということ自体が日本の成長、あるいは日本の持続的な開発に極めて密接に

関連する形になってきている。これを踏まえた上で、途上国の課題解決、そして、日本の

成長、日本の持続可能な開発、これをきちんと目指していくというためのものとしてオフ

ァー型協力というものを位置づけているというのが、今回、令和6年度の一番大きなところ

ではないかなと考えているところです。 

 次のページに行っていただきますと、これは予算上では柱として一応幾つか整理をして

おりまして、右上にありますとおり、それぞれの柱でこれぐらいという額の規模感は整理

しております。恐らくここがかなり大きな柱になるかと思うのですけれども「自由で開か

れたインド太平洋」。こちらの実現ということで、ODAを戦略的に活用していく中で、連結

性の強化、あるいは民間資金動員型のODAを含むオファー型協力をきっちりと使っていく

ことによって、ここは先ほど申し上げたような途上国の課題解決、途上国それぞれが複合

的課題に対してばらばらに立ち向かうということではなく、お互いに連帯し合う中で、日

本の知見もきちんと活用して取り組んでいくための予算ということで位置づけさせていた

だいております。 

 御存知の方もいらっしゃるかもしれませんが、無償資金協力・JICA交付金あるいは国際

機関に関しても、必ずしも個別の内訳・内数というものまでは示せない形になっておりま

すが、この中での割合がかなり大きなものにはなるかと思われます。 

 次のページに進んでいただきますと、ここで、先ほども申し上げたような経済安全保障、

これはかなり幅広い概念にはなりますけれども、国民の生活にも関わるような分野、ある

いは先ほど申し上げなかったものとしては気候変動ですとか、そういったところに対して

きちんとした対応をしていく上で重要な鉱物資源の確保等についても、やはり国際的な取

組を確保していくということが重要と考えているところです。 

 ここでも【再掲】という形のものが多いですけれども、オファー型協力、そして、サプ

ライチェーンの強靭化とともに、産業多角化支援、これは以前も少し申し上げたかもしれ

ませんが、鉱物資源というものが重要な国にあたっても、必ずしもそこだけを開発すれば

いいというものではない。ベースとなるような教育・保健ですとか、あるいは基礎的なイ

ンフラ。そういったものもきちんと併せて確保していかないと、そしてまた、産業人材も

他の分野も含めてつくっていくというところが非常に重要になっていくという点が挙げら

れております。 

 あとは、右側のほうで、法の支配に基づく国際秩序、ここに関しては、法制度整備支援

ですとか、そういった技術協力を中心とするような取組というものも重視しているところ
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でございます。全体的にWPS等の分野も幅広く関わってくるところになっております。 

 次のページをお願いします。 

 こちらは情報力の抜本的強化という柱の中で、戦略的対外発信というものがODAの関連

する部分としては含まれております。 

 一番下のほうにありますのが、人材育成奨学計画（JDS）及びJICA開発大学院連携の推進。

こちらは、どちらも1年以上、大体2年ぐらいが多いかと思いますけれども、ある程度の長

期間にわたって途上国の人材を日本で受け入れて、特に大学・大学院等で勉強していただ

く。その中で、日本の知見、日本の開発分野での経験、そういったものに関しても学んで

いただくということで行っているもので、この学んだ方々が将来的には帰国した後で、途

上国での開発を進めていく上での中核的な人材になっていく。ここが言ってみれば日本を

よく知っている、その人材をつくっていくという意味で戦略的対外発信の文脈で含まれて

おります。 

 次のページをお願いします。 

 こちらでは、右のほうですが、日本企業の国際的経済活動の促進という文脈が大きいか

と思われます。ODAの戦略的活用で、ここでもオファー型協力というようなものが挙げられ

ておりますし、あとは大きな文脈としては、国際協力70周年に関しての発信ですとか、様々

な協力というようなものも含まれております。 

 次のページをお願いします。 

 こちらが、最初の柱と加えて、金額としてはこちらのほうは大きく幅広いものになって

おりますけれども、人間の安全保障及び地球規模課題についての取組ということで、SDGs

の達成に向けた取組、その中でも、特に昨今、課題のあった国際保健分野というようなも

のをある程度抜き出す形になっているというものがこちらになります。ここはODAの実施

ということで、特にここで書かせていただいているのが、NGO・地方自治体・大学研究機関

ですとか、やはり多様なアクターとの連携強化という部分です。ここにオファー型協力と

いうようなことも多分に入る部分ではあるのですけれども、予算の説明の観点からは、あ

えて柱を分けた形で整理をされていたので、含まれてはいませんが、実際にはここにオフ

ァー型協力というものも十分入ってくるということで考えております。 

 右側のほうでは、国際保健に関しての様々な取組ですとか、あるいはグローバルファン

ドといったものが入っております。 

 次のページをお願いします。 

 随分時間をかけてしまって恐縮ですけれども、こちらでは、どちらかといいますと、足

腰経費と言われるような実施部分での経費というものが載っておりまして、この中ではあ

えては挙げておりませんが、旅費ですとか、あるいは在外公館での活動費というところで、

ODAに関わる部分というものも含まれているというところであります。JICAの足腰予算と

いうようなものもここで記載させていただいている次第です。 

 次のページをお願いします。 
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 あとは、ここが全体像として、外務省の予算に関しては補正予算、基本的には当該年度

と、あとは前年度の補正予算というものは、ある程度同じぐらいのタイミングで執行され

るということから、それらを合わせて説明しているのがこちらになりますけれども、サミ

ットもあり、また、様々な危機がある中で、近年はかなりの金額というものを何とか確保

できている部分というものがございます。なかなか財政状況というものは厳しいところで

はございますので、その中でお認めいただいた予算、令和6年度に関しては、冒頭に申し上

げた金額に関してしっかりと執行していきたいと考えておりまして、NGOの皆様を含めて、

様々な方々と連携しながら取り組んでいきたいと思います。 

 すみません。長くなってしまいましたが、私のほうから説明は以上となります。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございました。 

 外務省からの説明は以上になります。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございました。 

 それでは、NGO側から、今の御説明に対して、質問、コメントなど、いかがでしょうか。

お願いいたします。挙手をお願いいたします。 

●若林（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 理事） 

 若林ですけれども、よろしいでしょうか。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 若林さんの後ろから、今、岡島さんが手を挙げています。 

 では、若林さん、その後、岡島さんでお願いします。若林さん、どうぞ。 

●若林（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 理事） 

 五十嵐首席、丁寧な御説明ありがとうございました。 

 若干、意見を申し上げたいのは、国家安全保障といった場合の一般的な捉え方は必ずし

もそこまで幅広くなく、人間の安全保障と照らし合わせた国家の、どちらかというと、防

衛を含めた安全保障の概念が通常だと理解されますので、そこを踏まえて、OSAを通じて同

志国の能力を高め、望ましい安保関係をつくりますというコンテクストで言うと厳しいの

ではないかなという感じはしますので、そこをあえて申し上げておきたいなと思います。 

 基本的に、前々回ですか。12月の時に、一貫性について若干のずれがある、何とか検討

したいということをおっしゃっていましたので、それはそれでありがたいなと思っていま

すし、でも、やはり難しかった。将来の調整ではということであるということで私は評価

させていただきたいと思いますので、引き続き、こういう建設的な議論の中で努力しても

そうはいかないこともあるわけですので、そこについて率直に御検討いただいたというこ

とで私は理解していますので、ありがとうございました。 

 以上です。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 



24 

 

 では、岡島さんにも御質問いただいて、その後、外務省のほうにお願いしたいと思いま

す。では、岡島さん、お願いいたします。 

●岡島（特定非営利活動法人 関西NGO協議会 理事） 

 分かりました。 

 関西NGO協議会の岡島と申します。五十嵐様、どうも御説明ありがとうございました。 

 私からは2点ございます。 

 まず1点目は、例のODAのGNI比の話でございます。五十嵐さんからの御説明ではなくて、

日下部審議官からの先ほどの御発言の中に、令和6年度はODAのGNI比は0.44％と聞こえて、

そういう数字の説明がありました。0.7％に少し近づいてきたのかなということでうれし

く思いましたが、一方でやはり複数年度にわたる傾向として0.7％に近づくということが

非常に大事でございますので、ぜひ今後とも、外務省は御尽力されたと思っておりますけ

れども、引き続き、どうぞよろしくお願いしたいということ。 

 それと一方で、前にも申し上げたことがありますが、ODAの予算の量ということと同時に、

やはり質ということがとても大事でございまして、例えばSDGsのターゲット17に書き込ま

れているように、いわゆる後発開発途上国向けのODA、少なくともGNI比0.20％を目標にと

いうような、そういうこともあります。令和6年度のODA予算が、この後発開発途上国向け

のODAのGNI比でどのぐらいのパーセントになるという見込みなのかということがもし分か

っていれば教えていただければと思っております。まず、それが1点目です。 

 2点目ですけれども【柱1】に含まれている「人間の尊厳」の確保という言葉について質

問をさせていただきたいと思います。この尊厳というものはどういう意味で使われている

のかなと思いました。 

 事前にもいただいておりましたし、ホームページにも公開されている資料の4ページに、

そこの「人間の尊厳」の確保というものがあるのですけれども、その次の5ページ目にはそ

の案件の事例が【柱1】の案件の事例が示されていると思うのですけれども、そこの案件の

事例を拝見しながら「人間の尊厳」の確保ということとどのように関わっているのかとい

うのがうまく読み取れませんでした。あるいは【柱1】の「人間の尊厳」ということと【柱

4】の人間の安全保障というところとの関係などもよく分からなかったというところがあ

ります。 

 なぜ、そういうことを申し上げるかというと、簡単に申し上げると、例えば関連する文

献です。その中には、例えば高須幸雄先生とか峯先生などの御本も含まれるのですけれど

も、そうしたものを読んでおりますと、人間の安全保障の概念というものは、例えば顕微

鏡で見てみると、人間の安全保障概念の中には、命を大事にするということと、生活を大

事にするということと、あと、尊厳を大事にするということが書き込まれているのですけ

れども、特に尊厳というものは誰も取り残さない社会をつくるということに関するもので

ある。そういう意味では、人間の安全保障とかSDGsにとって非常に重要なのだということ

があるのですけれども、こういった議論とこの【柱1】というものはどんなふうに関連づけ
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て考えられて、外務省として【柱1】のタイトルの中に「人間の尊厳」の確保というものを

入れていらっしゃるのかというのが、思考のロジックの上でどうなっているのかが見えな

くて、ぜひこうした点について御説明いただけると大変ありがたいということでございま

す。 

 よろしくお願いいたします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございます。 

 それでは、外務省のほうからお願いできますでしょうか。 

○五十嵐（外務省 国際協力局 政策課 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 まず、若林さんのほうからは、まさにお話しいただいたとおり、国家安全保障に関して

の考え方というものは受け止めさせていただいた上で、他方で、調整をさせていただいた

中での認識を今後も含めて、きちんとした形で合わせていくことが必要ではないかという

のは我々もそのように考えております。引き続き、対話と努力を進めさせていただければ

と考えております。ありがとうございます。 

 岡島さんからいただいた1点目の、すみません。こちらのGNI比0.44％の中での、恐らく

Least Developed Countriesに対しての目標との関係ということですね。 

 今、正確な数字が手元にはなく、また、そこは確認をした上でお答えさせていただけれ

ばと思います。申し訳ございません。 

 あとは「人間の尊厳」なのですけれども、こちらはまさにいろいろなお考え、いろいろ

な議論がある部分かと思います。なぜ、人間の安全保障と別のところにあるのかというと

ころも含めてということかと思います。こちらはもともとの「人間の尊厳」という、この

言葉自体は、昨年ですか。国連総会の場での岸田総理の御発言、演説の中での言葉という

ところがございます。 

 なぜ、この言葉をあえて使ってというところだとは思うのですけれども、もちろん、人

間の安全保障というものが間違いなく日本の開発協力、あるいは日本の社会ですとか、国

としての在り方の中で非常に重要な概念であるということは間違いないと思うのですけれ

ども、その上でこの「人間の尊厳」ということをあえて強調しなければならないほど、言

ってみれば、今、グローバルな世界の中での尊厳が脅かされているような、ある種の極端

な危機的状況というものがやはり起こってきているというところが問題意識としては強い

のかと考えております。 

 ここを分けているというところで言いますと【柱1】の中で個別に分けたところの中で、

あまり明確に、ここが「人間の尊厳」ですと書いてはおりませんが、3つ、インド太平洋、

安全保障・経済環境、法の支配ということを書かせていただいている中で、恐らく明確に

書いてはいないものの、特に3つ目の法の支配のところが非常に大きく関連してくるのか

なと思います。それを具体的にどう形にしていくかというところで、FOIPの関連ですとか、
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あるいは経済安全保障的な話ということに重なってくる部分がある。 

 それで、法の支配で一番恐らく象徴的なものとして1つ挙げられるのが、ここでも挙がっ

ていますけれども、やはりWPS、女性・平和・安全保障。こちらの考えがやはり一つ、ある

意味では「人間の尊厳」というものが脅かされている状況に対して、きちんと配慮しなが

ら取り組まなければならない。これはある意味当たり前の話ではあったわけなのですけれ

ども、そこについて再度確認をして、ここでも明確に入れさせていただいているというと

ころが一つ、形となっている部分としてはあるかなとは言えるかと思います。 

 考え方自体は、繰り返しになってしまいますけれども、全体のどこの部分を切り取るか

というところはあっても、やはり人間の安全保障に重なる部分は大きいかと思いますので、

そういう意味では、あらゆる局面において、人間の安全保障、あるいは「人間の尊厳」を、

その中でも確保していくということに取り組んでいきたいと考えているところです。 

 すみません。なかなか抽象的な答えになってしまっているかもしれませんが。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 五十嵐首席、ありがとうございます。 

 若林さん、岡島さん、よろしいでしょうか。 

●若林（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター 理事） 

 私は結構です。ありがとうございました。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 他に、御質問、コメントなど、NGOのほうからありましたらお願いいたします。 

 まだ少し時間がありますので、ぜひお願いいたします。いかがでしょうか。 

 今日はたくさんの方に参加していただいていて、私も今、見過ごしがないように見てい

ますが、特にありませんか。 

 特にないようでしたら、NGO側からは、質問、コメントは以上ということになります。ど

うもありがとうございました。 

○五十嵐（外務省 国際協力局 政策課 首席事務官） 

 ありがとうございました。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 ありがとうございます。 

 五十嵐首席、ありがとうございました。 

 では、次の議題ということで「イタリアG7サミットに向けた市民社会の活動報告」とい

うことで、まず、NGO側からの御説明ということで、よろしくお願いいたします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 では、国際協力NGOセンターの堀内さんからお願いいたします。 

●堀内（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター シニアアドボカシーオフィサー） 

 皆さん、こんにちは。国際協力NGOセンター（JANIC）の堀内と申します。私からは「イ

タリアG7サミットに向けた市民社会の活動報告」と題して議題を提案させていただいてお
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ります。 

 先週6月13日から15日まで、イタリアで開催されたG7サミット首脳会合で様々な地球規

模課題について議論されたわけなのですけれども、こういった課題については、G7の市民

社会をはじめ、世界中の市民社会が参加しているC7というエンゲージメントグループが政

策提言を行っております。 

 昨年は日本で広島サミットが開催されまして、それに向けて様々な活動を行ってまいり

ました。また、直近では4月末に日本のG7シェルパを務める小野啓一外務審議官と日本の市

民社会の面会も実現しまして、議長国の期間が終わった後も、市民社会と政府が継続的な

対話を行うように要請をしてまいりました。そういったことも踏まえて、今回、この全体

会議で議題提案をさせていただきます。 

 まず、G7サミットの首脳会合の約1か月前に当たる5月14日・15日にイタリアでC7サミッ

トが開催されました。こちらについて簡単に御紹介します。 

 こちらは、エンゲージメントグループであるC7がG7に対して政策提言を行い、そのため

の政策提言書をイタリアのG7シェルパに手渡し、様々な課題についてより議論を深めると

いうものです。 

 この政策提言書についてなのですけれども、C7に設置されたワーキンググループ、それ

は、公正な経済への移行、気候・エネルギー変革・環境正義、国際保健、原則に基づく人

道支援、平和・共通の安全保障・核兵器廃絶、人の移動と移住、そして、食料正義と食料

システム変革という7つのワーキンググループが中心となって政策提言書を取りまとめま

した。このC7というものは、先ほど申しましたとおり、世界中の市民社会が参加をしてお

りまして、政策提言書を取りまとめております。この政策提言書をG7シェルパに手渡し、

議論をしました。 

 また、幾つか分科会と全体会も開催されまして、中東の紛争、人の移動と気候の連関性、

食料正義、ジェンダー平等、国際保健、核兵器廃絶など、様々な課題について議論しまし

た。 

 C7サミット2日目では、財務トラックと呼ばれる、国際課税の問題や財政構造に関する議

論セッションもあり、平和について焦点を当てた分科会もございました。また、C7サミッ

トの締めくくりには、来年の議長国であるカナダの市民社会ネットワークから閉会挨拶を

いただいて、来年に向けても引き続き市民社会は連携していくということを宣言しており

ます。 

 この後、簡単に、日本からC7サミットに参加したお二人からお話をいただきたいと思っ

ています。 

 その前に、議題提案書にあるとおり、3つ、追加でお話ししたいことがありまして、一つ

は、昨年の広島から今年のイタリアでのサミットに向けて、特に日本の市民社会の声を届

けようというプロジェクトがありまして、これは「SDGs折り鶴プロジェクト2024」と呼ば

れています。こちらについては添付資料も御参照いただきたいのですけれども、昨年は広
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島に折り鶴を実際に折って送るという活動だったのですけれども、今年は折り鶴の写真を

SNS等に上げて平和のメッセージを届けるというオンライン上での取組となっております。 

 また、C7サミットと並行して、G7首脳会合に向けて複数のNGOによる交換書簡についても

政策提言の一環として実施しておりまして、私の所属する国際協力NGOセンターもG7首脳

に対するNGO書簡を発表しております。これは特に気候資金について、G7としてしっかり取

り組んでいただきたいという内容でございます。 

 では、日本からC7サミットに参加をしたお二方、有坂さんと高橋さんからC7サミットに

ついての報告という形で少しお話しいただきたいと思います。では、有坂さんからお願い

いたします。 

●有坂（RCE北海道道央圏協議会 事務局長／北海道NGOネットワーク協議会 事務局

長） 

  

 RCE北海道道央圏協議会、それと、北海道NGOネットワーク協議会の事務局長をしており

ます有坂と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

 私のほうからは、C7イタリアの市民社会、世界の市民社会が一体どういうことを話をし

ていたのかということを簡単に説明します。私の所感になるかなと思いますが、私はそも

そも、環境問題が軸にありますので、その辺りの話が多くなるかもしれませんが、気候変

動の話というものが全てのテーマについて共通しているという点。加えて、人の移住・移

動に関しては、やはり同じように、どの課題にも共通しているというのがC7サミットの中

での共通の考えだったかなと思います。 

 気候変動というものは、これからどんどん人が移住・移動せざるを得ない状況によりな

っていくだろうというような考え方で、移住・移動というものは、一つの理由だけではな

くて、複雑に重なり合っていて、いろいろな課題がそこにはあって移動せざるを得ないと

いうことがあるということなので、それぞれの、どこに行っても安心・安全に暮らせるよ

うな、そういった社会をつくっていかなければいけないということが共通の考え方として

出ていたかなということです。 

 そのため、気候変動に対するものが環境問題ということだけではなくて、人のそれこそ

尊厳、安全保障に非常に関わる問題であって、そこにどうやって支援なり対策を取ってい

くかということがより問われるようになっているということだと思います。気候変動対策

だけではなく、人が移動するということは、ネガティブなことではなくて、あくまでポジ

ティブに捉えるべきだという考え方も共有されたかなと思います。 

 決して全然知らない人たちということではなくて、やはり人と人とが協力して生きてい

く、同じ地球に住む人同士として、それを助け合う。その仕組みをどうやってつくってい

くのかということが、医療の面であったり、様々な労働環境であったり、いろいろな面か

ら必要であるということが強く言われていたかなということが私としては非常に印象に残

っています。 
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 以上です。ありがとうございます。 

●堀内（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター シニアアドボカシーオフィサー） 

 有坂さん、ありがとうございます。 

 続きまして、高橋さんからお願いいたします。 

●高橋（一般社団法人かたわら 代表理事／核政策を知りたい広島若者有権者の会 共同

代表） 

 ありがとうございます。高橋悠太と申します。一般社団法人かたわらで代表理事を務め

ておりまして、このたび、C7サミットに渡航してきました。 

 昨年のC7並びに、私、地元は広島なのですけれども、みんなの市民社会サミットにおか

れましては御協力いただきました。本当にありがとうございました。日下部審議官とは、

去年のODA大綱の改定の時にユースからの提言をさせていただきまして、その時に意見交

換をありがとうございました。 

 先ほど皆さんから報告があったとおり、C7サミットは400人の申込みに対して、現地参加

が200名から300名ぐらいの肌感覚プラス、オンラインでの参加も途中で可能になりました

ので、全体で400名ぐらいだったのではないかと思います。現地のメディアの非常に関心も

高かったです。日本ではあまり報道は、広島と、それから、北海道では幾つか目にしまし

たけれども、全国区という感じではなかったかなと思います。 

 さっき人の移住についての話がありましたけれども、今回、実は C7のテーマは

「JustJustice」ということで、社会、経済、それから、環境のそれぞれの正義を求めると

いうことが中心軸に置かれまして、それに基づいた700人以上の市民社会関係者による作

業を経た提言書が採択をされたということになります。 

 C7側のシェルパのヴァレリア・エンミさんは会の冒頭に、日本での去年のG7会合、それ

から、日本の市民社会の議論をちゃんと引き継ぎたいという最大限の敬意を払った上で、

G7は人権を守る責任があるのだと。それで、市民社会として連帯を求めていくというよう

な発題がありまして、それに沿った議論がなされたかなと思います。先ほど若林さんから

も人権デューデリジェンスの問題提起がありましたけれども、それに重なる視点であると

捉えています。 

 加えて、このC7サミットに向けて、日本のNGOの中でも、今年の初旬、1月頃だったと思

いますけれども、毎月の情報交換会を行ってきまして、C7に7つあるワーキンググループの

それぞれに日本のNGOの参加者が1名以上参画をして、昨年の議論を引き継ぐ形でワーキン

グペーパーの作成に当たったということもこの間のNGOの進捗として挙げられるのではな

いかと思います。 

 その上で、最後、核軍縮、それから、ユース参加について一言だけお話をしますと、今

回、先ほどの情報交換会並びにこの声を届けるプロジェクトを通して、幾つかのユース団

体とのコミュニケーションがありました。それで、ユース参加という視点では、外務省も

重視している国連の未来サミットが9月に開かれる。それから、昨年策定されたこども大綱
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の中でもユース参加を推し進めていくということが決まりましたので、その点、協力をさ

せていただきまして、意思決定プロセスへの、私自身も含めてなのですけれども、ユース

がどのように参画できるのか、そのためのネットワークとかコミュニケーションをどうや

って図っていくのかということを御議論していきたいと思います。 

 併せて、先ほどから何度か議論になっていますけれども、WPSです。この促進について、

市民社会としては歓迎をしておりまして、この間のG7関係のステートメントを洗ってみま

すと、不拡散局長レベルの声明では、昨年初めてジェンダーと核軍縮に関する言及が生ま

れまして、今年は独立したパラグラフとしてそれが言及されているということがあります。

これはやはり日本政府がWPSを促進してきた、それから、市民社会が働きかけてきた成果だ

と思いますので、このような蓄積をつくっていきたいと思います。 

 最後に、今年の7月には、NPT、核不拡散条約再検討会議に向けた第2回の準備委員会が開

かれるということになりまして、引き続き、ロシアの核の恫喝が続く中で、この恫喝を許

さず、かつアメリカやイギリス、フランスの核の使用あるいは威嚇に至ることがないよう

に、ウクライナでの紛争を終結させるようなコミットメント・合意をつくっていただきた

いと思います。そのためのコミュニケーションを続けていきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

●堀内（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター シニアアドボカシーオフィサー） 

 高橋さん、ありがとうございました。 

 以上が、C7サミットの活動報告です。 

 先ほど紹介したSDGs折り鶴プロジェクトやG7サミットに向けた公開書簡については資料

を御覧いただければと思います。 

 最後に、私から、先ほど冒頭の日下部審議官からの御挨拶で昨年のC7サミット並びにみ

んなの市民社会サミットに向けて、政府と市民社会の対話や支援をいただいたということ

で御挨拶がありまして、これについても改めて感謝いたします。 

 今年のイタリア政府も、もちろん、C7サミットの開催に当たっての協力があったのです

けれども、昨年の日本政府の支援で一つ特徴的であるとすれば、C7サミットの会場もそう

なのですけれども、海外からの参加者の渡航費支援というものがありました。それによっ

て、我々としてもC7運営委員の方々やワーキンググループのメンバー・関係者を日本にお

呼びすることができて、より活発な議論を促進することができました。 

 今年は残念ながらそういったものがなかったのですけれども、様々な助成金等を活用し、

また、市民社会としてもクラウドファンディングを実施して渡航費を捻出しました。市民

社会側も努力をしつつ、政府と市民社会の連携をこれからも発展させていければと思いま

すので、冒頭、私から申し上げたとおり、議長国期間が終わった後も、引き続き、様々な

機会を通じて、政府と市民社会がG7やG20、様々な国際課題・国際機関についての意見交換

や連携というものができればと考えております。ぜひよろしくお願いします。 

 NGO側から以上でございますので、引き続き、外務省からぜひ今年の首脳会合についての
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御報告をいただければと思っております。 

 以上です。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございます。 

 では、外務省のほうから御報告などをお願いいたします。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 御説明ありがとうございました。 

 外務省からは、経済局政策課から柴田首席に同席いただいていますので、お話しいただ

きます。柴田首席、よろしくお願いします。 

○柴田（外務省 経済局 政策課 首席事務官） 

 経済局政策課の柴田と申します。本日はよろしくお願いいたします。こうして定期的に

NGOの皆様と協議の機会が持てること、大変ありがたいと思っております。先週行われたG7

のイタリア・プーリアサミットの概要について御報告をいたします。 

 もし投映ができるのであれば、投映をお願いしてもらってもいいですか。 

 外務省のホームページに概要を掲載させていただいておりますので、これに沿って御説

明を差し上げていきたいと思います。 

 G7各国の首脳に加えて、招待国11か国。今年の議長国はイタリアですので、イタリアの

招待ということで、アルジェリア、アルゼンチン、ブラジル、バチカン、インド、ヨルダ

ン、ケニア、モーリタニア、チュニジア、トルコ、アラブ首長国連邦となっています。招

待機関は5つの国際機関で、これと別に、またゲストとしてゼレンスキー・ウクライナ大統

領が参加をしています。 

 先ほどの堀内さん、有坂さん、高橋さんから御説明をいただいたC7のところともリンク

をしますけれども、やはり去年、日本が議長国として1年間、広島サミット及びこのサミッ

トプロセス自体を進めてくる中で、この日本議長国の時の成果というものをしっかりとイ

タリアが引き継いで今年のサミットに臨んできたのであろうと我々も感じています。その

ため、前年の議長国である日本に対する、このイタリア側からの信頼というものを感じる

ような議論になったかと思います。もちろん、招待国等の選定においては、やはりイタリ

アという場所から、広島の時に日本が招待をした国に比べれば、地中海を挟んで向かい合

っているアフリカの国が多かったり、バチカンが入っているというのも、これはイタリア

が議長国ならではなのであろうと思います。 

 各セッション、実質的なセッションは木曜と金曜の2日間で行われております。「アフリ

カ、気候変動、開発」を皮切りに「中東情勢」「ウクライナ情勢」という地域情勢を扱った

のが初日で、2日目は「移住」「インド太平洋、経済安全保障」、そして「AI、エネルギー／

アフリカ、地中海」。その後、閉会セッションとなっています。 

 セッションごとの概要を御説明さしあげます。 

 「アフリカ、気候変動、開発」ですけれども、日本、岸田総理から、この複合的な危機
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に直面する世界において、広島サミットで強調した、法の支配に基づく自由で開かれた国

際秩序の維持、グローバルサウスをはじめとするパートナーとの関与の強化というこの2

つの視点は、この1年間、ロシアによるウクライナ侵略が続き、さらに中東情勢が10月以降

緊迫化する中で一層重要であるということを述べました。こうした視点がイタリア議長下

でも引き継がれているということを歓迎して、諸課題への対応をG7が主導するという姿勢

を改めて世界に示したいということを述べました。 

 「アフリカ、気候変動、開発」と、各項目ございますけれども、アフリカはやはり、日

本としてはTICADプロセスというものを紹介しています。来年、第9回アフリカ開発会議を

8月に開催をいたしますので、今回、G7で議論したような話もこのTICADにつなげていきた

い。もちろん、今年の夏には閣僚級でTICADの閣僚会議もございますので、このTICADプロ

セスでアフリカを引き続き、共に成長するパートナーとして協力を進めていきたいという

ことを紹介しています。 

 南アも、このG20の議長を来年務めますので、G20にこのアフリカ連合が昨年、正式に加

盟して、G20の中においても、アフリカの声を聞く必要がどんどん高まってくる、アフリカ

の声というものに対する重要性というものがどんどん高まっているということを強調しつ

つ、グローバル・ガバナンス改革というものはアフリカの要請でもあるということを指摘

しながら、先ほども言及ありましたけれども、未来サミットであるとか、多国間開発金融

機関（MDBs）の改革というものに対する、このアフリカの期待というものも大きいので、

これに応えられるようなG7であるべきだというような発言をしています。 

 気候変動についても、先ほど有坂さんからも言及がありましたけれども、深刻かつ切迫

した脅威となっていて、まさに人の移動というところもありますけれども、これが国内の

避難民、国外への移民発生にもつながっているのだということをしっかりとG7の首脳間で

も問題として指摘をした上で、日本の支援内容について説明をしました。 

 引き続き、このG7が先頭に立ちながら、排出削減を進めていくということが重要ですし、

アフリカを含む脆弱国に対して支援を戦略的に取り組んでいく必要があるという旨を答え

ました。 

 開発については、こうした取組を進めるに当たり、先ほど五十嵐首席も強調しておられ

ましたけれども、人間の尊厳、人間の安全保障という、一人一人がしっかり安心・安全に

暮らせる社会、暮らせる世界ということが日本のこの開発協力の大方針ですので、SDGs達

成に向けて引き続き注力していく。かつMDBsの改革の進展を通じて、途上国に譲許性の高

い開発資金が効果的に配分されるよう努めていきたいというところを述べました。 

 先ほどもジェンダーについて言及がありましたけれども、昨年のG7広島サミットでジェ

ンダー主流化というものを確認して、このジェンダー平等、そして、WPSというものの重要

性を指摘してきているところです。今回も、日本としてそういった点に力点を置きながら

説明をいたしました。 

 セッション2、セッション3は「中東情勢」「ウクライナ情勢」という地域情勢です。 
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 「中東情勢」については、このサミットの後、1週間の間にもいろいろ動きがある中では

ありますけれども、バイデン大統領のイニシアチブを支持するとともに、全ての当事者が、

即時停戦、人質の解放、人道状況の改善、そして、持続的な停戦をつくり上げていくこと

が必要であるということを日本から主張するとともに、このパレスチナ支援について、日

本として積極的に関与していく用意があるという旨を述べました。 

 「ウクライナ情勢」については、これは前半部分、ゼレンスキー大統領も参加をして、

セッションを2つに分けて、後半部分はG7の首脳のみの議論となっていますけれども、冒頭、

総理から「今日のウクライナは明日の東アジアかもしれない」という考えの下、自分事と

して、この東アジアの話を進めていくということをお伝えいたしました。 

 ウクライナ支援について、岸田総理から、日本はウクライナの喫緊の資金需要を満たす

べく年初から財政支援を実施してきていること、そして、この対無人航空機検知システム

の供与などを紹介するとともに、あと、地雷対策支援です。来年に「ウクライナにおける

地雷対策に関する国際会合」を日本で主催することを説明いたしました。また、復興を中

長期で支えていくという観点から、2月のウクライナ経済復興推進会議で署名した56本の

協力文書に加えて、このサミットと同じ週に行われているベルリンの復興会議の際に新し

く23本の文書を締結した旨も紹介をいたしました。 

 制裁については、岸田総理から、G7を含む同志国で協調して、このロシアによる北朝鮮

からの武器調達に関して、メッセージを力強く出せたということを述べるとともに、この

第三国に所在する団体を含めた新たな制裁パッケージを検討しているということを説明い

たしました。 

 G7首脳が、引き続き連帯をしてウクライナ情勢に対応していくということ、そして「ウ

クライナのための特別収益前倒し融資」を立ち上げることで一致をいたしました。 

 次のセッション4「移住」ですけれども、移住問題というものは議長国イタリアの中での

優先課題の一つとなっていました。移住問題は様々な要素が複雑に絡む国際的な課題であ

って、1か国だけで解決することはできず、移民の送出国、通過国、受入国における一体と

なった対策が必要であるということを指摘いたしました。 

 また、総理から、日本はこれまで「人」に注目した取組を行ってきていて、移民とホス

トコミュニティーの双方について人間の尊厳や人間の安全保障が確保されることを重視し

ているという旨を説明いたしました。人間の安全保障基金の話であるとか、ホストコミュ

ニティーの保護とエンパワーメントという話をここで御紹介しています。 

 それで、イタリアが提示をしている、根本原因への対処、密入国に関わる国際組織犯罪

への対応、移住に関する正規のルートの整備という3つの柱についても、日本として協力を

していく旨を述べています。 

 セッション5が「インド太平洋、経済安全保障」です。総理から、インド太平洋及び経済

安全保障は、G7が国際社会をリードしていく上で戦略的に重要であるということを述べま

した。 
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 インド太平洋については、まさにここは日本が自分たちの、このFOIP「自由で開かれた

インド太平洋」ということで、G7を引っ張りながら、日々、外交政策を展開している地域

でもありますので、この地域と欧州の安全保障が一体不可分であって、引き続き、連携を

深めていきたい。中国、北朝鮮の話についても緊密に連携をしていこうということを確認

いたしました。 

 経済安全保障についても、この過剰生産、非市場的な政策による課題ですとか、経済的

な威圧への対処、サプライチェーンの強靱化、そういったものについて、G7が連携して取

り組んでいくということを確認いたしました。 

 セッション6では、リードスピーカーとして、AIに関して、ローマ教皇から発言がありま

した。 

 そのAIのセッションで、日本としては、まさに去年、日本が議長国の時に広島AIプロセ

スを立ち上げて、これをイタリアが引き継いでいってくれるということに謝意を表明する

とともに、大きな可能性・ポテンシャルを持つ一方で、非常に危険なリスクも持っている

のだということを述べるとともに、労働・雇用への影響についての検討の必要性というも

のも指摘をいたしました。人類共通の課題であって、イノベーションの促進と規律のバラ

ンスの確保が必要であるということを述べました。 

 AI倫理の部分についても、まさにこれは人間の尊厳というものが尊重される社会という

ものを基本理念として我々はAI戦略を進めてきているのだということを説明いたしました。 

 このAIガバナンスについては、広島AIプロセスの中で国際指針、行動規範を実践すると

ともに、その前提となる、信頼性のある自由なデータ流通（DFFT）というものについても

強調しております。この広島プロセスで始めたフレンズグループというものは、G7の枠内

にとどまらず、既に50か国・地域以上の参加を得て広がりを見せているということを紹介

いたしました。 

 エネルギーの分野については、総理から、エネルギー安全保障、気候変動の危機、地政

学リスクというものを一体的に捉えて、各国の事情に応じた多様な道筋の中で、ネット・

ゼロという共通のゴールを目指す。ここは去年の広島議長国下のサミットで日本が主張し

た内容と同じですけれども、この多様な道筋の下でネット・ゼロという共通のゴールを目

指すというところを説明いたしました。 

 それで、アフリカ・地中海のところについては、ここは移住と並んでイタリア、議長国

の関心の高い分野でございましたけれども、アフリカについては、日本もこの30年以上、

TICADというプロセスをやって、アフリカ各国とのパートナーシップを強化しているとい

うことに改めて触れつつ、開発においては、この開発資金ギャップへの取組として、民間

資金動員、MDBs改革、債務問題への適切な対応と、質の高いインフラということを述べま

した。 

 食料については、食料安全保障ということで、VACSと言われる「適応作物と土壌に関す

るビジョン」とも連携をして、アフリカの食料安全保障を推進していくということを述べ
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ています。 

 保健については、感染症危機対応医薬品等（MCM）への公平なアクセスの確保という点を

強調するというところで岸田総理からの発言がございました。 

 平和と安定については、まさに日本がやっている、民主主義の定着、法の支配の強化と

いう観点から、人材育成、法制度整備支援の中身について紹介をいたしました。 

 これらの議論を経て、最後、メローニ首相がサミットを総括した上でプーリア首脳コミ

ュニケが採択され、来年の議長国であるカナダのトルドー首相から、カナナスキスで開催

するという旨の発表がございました。 

 まだ、このカナナスキスサミット、時期等は決まっておりませんけれども、大体、広島、

プーリアと、その前のエルマウ、その前のコーンウォールと、大体、5月、6月、7月、その

辺りにサミットがあることが多いので、来年も同じ時期ぐらいになるのではないかなとい

うことですけれども、それは今後、カナダ政府からいろいろな日程の提示等があって調整

が進んでいくということになります。 

 私のほうからは以上です。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 説明ありがとうございました。 

 外務省からは以上でございます。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございました。 

 堀内さん、有坂さん、高橋さん、いかがでしょうか。何か質問、コメントなどがありま

したら。 

●堀内（特定非営利活動法人 国際協力NGOセンター シニアアドボカシーオフィサー） 

 ありがとうございます。一言だけ。 

 柴田さん、大変詳しい説明ありがとうございます。過去、伊勢志摩サミットや広島サミ

ットの際にもこのように市民社会の活動や政府の取組について、このNGO・外務省定期協議

会の場で議題提案をしてまいりましたけれども、恐らく最も詳しい御説明だったのかなと

思っております。この全体会議にふさわしい、より詳細の報告をいただきましたので、こ

れをこれだけに終わらせずに、今後1年かけて、市民社会としてもその進捗というものをし

っかり確認していきたいと思っておりますし、また、それに向けて対話というものを実践

できればと思っております。 

 1つだけ、首脳宣言、コミュニケについて、例年、日本語仮訳が掲載されているかと思う

のですけれども、現時点では外務省のサイトに掲載されていないようですので、今後、今、

作業中かと思いますが、どのような進捗なのかということだけ伺えればと思います。 

 以上です。 

○柴田（外務省 経済局 政策課 首席事務官） 

 ありがとうございます。 
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●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 では、今の質問に対してお願いします。 

○柴田（外務省 経済局 政策課 首席事務官） 

 まさにおっしゃられるとおり、今、かなり長い原文でございますので、仮訳については

精査をしているところでございまして、整い次第、ホームページのほうに載せさせていた

だきます。お待たせをしていてすみません。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございました。 

 そろそろ時間にはなっておりますけれども、何か、この議題でこれを聞いておきたい、

特に質問、コメントはありますでしょうか。 

 よろしいですか。 

 では、この議題は、イタリアG7サミットは以上にさせていただきます。ありがとうござ

いました。 

○柴田（外務省 経済局 政策課 首席事務官） 

 ありがとうございます。よろしくお願いします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 ありがとうございました。 

 それでは、大河さん、閉会挨拶に移ってよろしいでしょうか。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 

 はい。閉会挨拶ということで、よろしくお願いいたします。今西国際開発救援財団事務

局長、お願いいたします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 よろしくお願いします。 

●今西（公益財団法人 国際開発救援財団 事務局長） 

 今西でございます。皆さん、2時間にわたり、様々な報告・議論をありがとうございまし

た。 

 今回は久しぶりに、コロナ前の2019年以来、レギュラーの6月に行われる全体会議でござ

いました。2019年当時、私も参加させていただいて、どんな議論をしたかなということを

ちょっとだけ見ていたのですけれども、当時、政策のコーディネーターでJANICの理事長で

あった谷山さんが閉会の挨拶をされておりまして、その時に、このNGOと外務省の定期協議

会、長い歴史があるのですけれども、何年になっていますかということをおっしゃってい

ました。私もそれを読んで、結構、また思い出しつつびっくりしたのですけれども、1996

年以来ですから、今年が28年目になります。長い間の外務省とNGOの対話・議論が、いろい

ろなことがあって、冒頭の日下部審議官からの御挨拶にもありましたように、新しい開発

協力大綱ではNGOとの関係が、市民社会との関係が戦略的なパートナーに位置づけられる

というところに至ったのだと思います。その間に多くの方の努力と真摯な対話、あるいは
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時には厳しい議論があった上でのそういった関係になってきたということで、あと2年後

に30年だからというわけではないですけれども、いろいろNGOとしても、日本が国際協力を

行う上での次のステージに移る時になってきているのではないか。そういう意味での、本

当の意味での戦略的なパートナーとして、これからやるべきことがたくさんあるのではな

いか。 

 先日、NHKの番組で「3か月でマスターする世界史」があって、私、ちょっと見たのです

けれども、その時に、歴史を学ぶということは今の基礎になると。そのことが人との結び

になっていくということがありました。我々も今までのこの28年にわたるNGOとODAの歩み

の中で、やはり振り返りつつ、新しい時代、そしてまた、今はウクライナやガザでの紛争、

安定しない世界状況の中で先が見えないとも言われていますけれども、ますます市民社会

としてのNGOがいかに政府、ODAと連携するかということが問われているのではないかと思

っています。その上で、この外務省とNGOの定期協議会、政策協議会、連携推進委員会は一

番の基礎になるものだと考えていますので、これをさらに発展させて、我々がどうやって

世界に貢献できるのか、世界がより人々にとっていい世界になるために何ができるかとい

うことを考えていきたいと思います。 

 最後に一言だけ、今日、日下部審議官に外務省の代表として、最初、冒頭、御挨拶いた

だきました。先ほど言った28年間の歴史の中でも、2010年、2011年当時には外務大臣にこ

の全体会議に参加いただいて御挨拶いただいたという記録もございますし、政務官、副大

臣の方に参加いただいたこともございました。決して日下部審議官が不十分であるという

意味ではないのですけれども、日下部審議官にはふだんから連携推進委員会あるいは政策

協議会に参加いただきまして、今日の議論していただいた内容以上に非常に深く御理解い

ただいております。せっかくの機会ですので、なかなかそういったところにお忙しくて参

加できない外務省のトップの方にも参加いただければ、よりNGOの活動への理解も深まり、

連携が深まっていく機会になるのではないかなと思いますので、なかなかお忙しいとは思

いますけれども、今後の参加を期待したいと思います。 

 いよいよこれからまた今年度が始まっていますので、これからもお互いに対話しつつ、

理解し合いながら、しっかりと議論をして進めてまいりたいと思います。今日参加の皆さ

ん、そして、この場を調整していただいた皆さん方に感謝を申し上げて、私の閉会の挨拶

とさせていただきます。 

 本日はありがとうございました。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 今西さん、どうもありがとうございました。 

 ということで、この全体会議、以上で全ての議題が終了いたしました。どうも、皆さん、

御協力ありがとうございました。 

 それから、外務省の大河首席もありがとうございました。 

○大河（外務省 国際協力局 民間援助連携室 首席事務官） 
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 どうもありがとうございました。引き続き、よろしくお願いいたします。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 よろしくお願いいたします。  

 では、栗田さん、これで皆さん、終了ということでよろしいですか。 

●栗田（特定非営利活動法人 関西NGO協議会 事務局長・理事） 

 はい。 

●今井（認定特定非営利活動法人 日本国際ボランティアセンター 代表理事） 

 どうも、皆さん、ありがとうございました。今年度もぜひよろしくお願いいたします。

お疲れさまでした。 


